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研究成果の概要（和文）： 病棟看護師の調査時点腰痛訴え率は、女58%男46%、過去1か月の腰痛は女75%男63%、頸痛は
女29%男16%、肩痛は女37%男21%、腕痛は女10%男6％、背痛は女26%男19%であった。身体的につらい作業は、男女とも、
移乗介助、おむつ交換、体位変換・ベッド上移動、排泄介助、入浴介助が上位だった。病棟別の看護必要度と筋骨格系
症状訴え率の相関は、A項目のうち「創傷処置」「血圧測定5回以上」「点滴ライン同時3本以上あり」「シリンジポン
プの使用あり」「輸血や血液製剤の使用あり」で負相関を認め、全B項目で正相関を認めた。看護必要度は筋骨格系障
害予防のリスクアセスメントに活用できると考えられた。

研究成果の概要（英文）：As the result of the questionnaire survey among floor nurses, the prevalence of 
low-back pain at that time was 58% women and 46% men. The prevalence of the pain in the past a month was 
75% women and 63% men in low-back, 29% and 16% in neck, 37% and 21% in shoulders, 10% and 6％ in arms, 
26% and 19% in upper-back. Transfer assistance, changing of diapers, changing assistance in body position 
or moving assistance on the bed, toileting assistance, and bathing assistance were pointed out as 
physically hard tasks. We discussed the relationship between "Intensity of nursing care needs" and the 
prevalence of musculoskeletal symptoms by hospital ward. We found a negative correlation in several items 
that reflected the inpatient severity level, and a positive correlation in all items that reflected a 
level of the patient's daily living. We concluded that "Intensity of nursing care needs" was available 
for risk assessment in order to prevent musculoskeletal disorders among hospital nurses.

研究分野： 労働衛生

キーワード： 運動器障害　看護必要度　リスクアセスメント　看護管理
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１．研究開始当初の背景 
厚生労働省は、看護師等が健康で安心して

働ける環境を整備し「雇用の質」を高めてい
くことが喫緊の課題であるとして、2010 年
11 月に「看護師等の『雇用の質』の向上に関
する省内プロジェクトチーム」を設置し、必
要な施策の検討を開始した。その報告書
（http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852
000001fog4-att/2r9852000001foyp.pdf ，
2011 年）によると、平成 21 年度の離職者数
は推計約 12 万 5 千人、病院勤務の常勤看護
師等の離職率は 11.2％とされている。離職の
主な理由として、本人の健康問題、人間関係、
家族の健康･介護などが挙げられ、その背景
として、労働条件・労働環境が過酷であるこ
とが指摘されている。 
看護師の健康問題のひとつとして、抱え上

げ、中腰・前傾・ひねりといった不良姿勢、
および長時間労働や交替勤務による疲労蓄
積などが要因となって生じる腰背痛・上肢痛
などの運動器障害が挙げられる。27,545 人の
看護師が回答した調査（日本医療労働組合連
合会，2010）では、「最近の腰痛」の訴え率
は 49.7％に達し、勤務形態別の腰痛訴え率は、
日勤のみ 43.7％、3 交替制 51.2％、2 交替制
53.1％と、交替勤務の影響も示されている。
欧米を中心とした諸外国では、看護労働と腰
痛との関連が検討され (Charney W, 2003)、
オーストラリアでは、看護連盟ビクトリア州
支部が 1998 年に提言した“No lifting policy”
（人力のみの移乗介助を禁止、患者の自立度
を考慮した福祉用具使用による移乗介助を
義務付け）が実施され、腰痛予防の効果をあ
げている (Safe Government Victoria, 2004)。
また、ISO（国際標準化機構）の人間工学を
扱う専門委員会（TC 159/SC3/WG4）では、
「病院や介護施設における介助の筋負担を
軽減し、腰痛を予防するためのガイドライン
作成」が検討され始めた（一般社団法人日本
人間工学会，2011）。しかしわが国では、看
護労働における対策は遅れており、先に述べ
た厚生労働省の報告書でも、腰痛については
言及されていない。 
 諸外国の運動器障害予防のガイドライン
では、リスクアセスメントの重要性が強調さ
れ、チェックリストが作成されている。看護
師の運動器障害予防においては、さまざまな
作業環境、労働時間、勤務形態、作業姿勢な
どの負担に加えて、患者をケアすることによ
り生じる負担を評価する必要があるが、わが
国では、既存の労働衛生関連のチェックリス
トに適切なものは見あたらない。そこで私た
ちは、「患者がどの程度看護サービスを必要
としているか」について、病院で日々記録さ
れ数量的に把握できる看護必要度（岩澤，筒
井，2011）をリスクアセスメントに活用でき
ないかと考えた。 
 
 
 

２．研究の目的 
看護の研究者と協働して、看護管理と労働
衛生の観点から、看護師の運動器障害予防対
策に看護必要度のデータをいかに活用でき
るか検討し、わが国の看護労働の実態を踏ま
えて、看護師が長く健康に働き続けられるよ
うな対策を提案すること。 
本研究期間内に、 
・疫学研究により、看護師の労働と運動器
障害との関連を詳細に検討する。 
・病院・病棟ごとに看護必要度のデータを
収集し、どのような項目が運動器障害との関
連を示すか、看護ケアによる負荷量としてど
のような指標で示すのが妥当かを検討する。 
・職場巡視を通じて、看護師の運動器障害発
生に関わる作業環境要因を明らかにする。 
 
 
３．研究の方法 
(1) 看護師の労働と健康の実態調査 
2012 年度は、次年度のプレ調査として、 1

大学病院（A）と 1民間病院(C)の病棟看護師
計 814 人を対象に、また 2013 年度は、2大学
病院（A, B）と 6民間病院（C, D, E, F, G, 
H）の看護師計 2145 人を対象に質問紙調査を
実施した。E 病院は病院で質問紙を配布し直
接大学へ返送する方法で、その他は病院で質
問紙を配布・回収したものをまとめて大学に
返送する方法で行った。質問項目は、年齢、
性別、規定の週あたり勤務時間、調査前月の
時間外労働、勤務年数、身体的につらい作業、
ベッドサイドの作業における高さ調整の頻
度、ベッドから車いすへの移乗介助方法、体
位変換やベッド上移動での介助方法、腰痛の
状況（調査時点の腰痛有無と程度、過去１か
月の腰痛頻度、現在の職場に就いてからの腰
痛経験、現在の職場に就く前からの腰痛およ
び就労後増強の有無、腰痛による休業経験）、
腰痛時の対処法、腰痛予防で日ごろ気をつけ
ていること、膝痛の有無と程度、過去 1か月
の頸・肩・腕・背の痛みの頻度、健康状態、
疲労の状態（体・神経）、疲労回復状況、睡
眠時間と充足度、仕事や職業生活での不満・
ストレスの有無、スライディングシートやス
ライディングボード等の介助補助具に関す
ること（使用状況、利点、欠点、リフトの導
入希望の有無、意識や行動の変化など）とし
た。 
 解析は、病棟に所属する看護師（一般病棟、
ICU）と病棟以外に所属する看護師（手術室、
透析部、放射線部、外来、看護管理部など）
に分けて行った。病院別の分析では、身体的
につらい作業と腰痛・頸肩腕背部痛について
病棟別の集計を加えた。また、介助補助具に
関することは、病院によって質問項目が若干
異なるため、病院別の集計のみ行った。2014
年度末までに日程調整ができた2つの病院（D, 
E）では報告会を実施した。 
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(2) 職場巡視 
 A 病院の内科系病棟（2012 年 6 月 29 日）、
外科系病棟（2012 年 7月 3日）、 および B病
院の内科系病棟、外科系病棟、整形外科病棟
（2013 年 3 月 12 日）の計 5 病棟を対象とし
て、30分から1時間程度、職場巡視を行った。 
 
(3) 病棟別看護必要度と筋骨格系症状訴え
率の関連の検討 
2011 年 7 月、2012 年 10 月および 2013 年

10 月に実施した質問紙調査から、同調査に回
答した看護師が 10 人以上（対象病棟の看護
師数平均 30 人、18～43 人）かつ看護必要度
が記録されている延べ 61 病棟のデータを解
析対象とした。筋骨格系症状は、調査時点腰
痛訴え率、過去１か月の「いつもまたは時々」
の腰痛（過去 1か月腰痛）、過去 1か月の「い
つもまたは時々」の右頸・肩・腕部痛および
頸肩腕部いずれかの痛み（過去 1 か月頸痛、
肩痛、腕痛、頸肩腕痛）訴え率を病棟別に算
出した。看護必要度は、質問紙調査実施の前
月のデータを用い、大学病院が使用している
「重症度・看護必要度に係る評価票」と民間
病院が使用している「一般病棟用の重症度・
看護必要度に係る評価票」（いずれも日本看
護協会，看護必要度第 4版）の共通項目（A：
8項目、B：7項目）について、項目別に、各
病棟における 1 点率（A 項目）、1 もしくは 2
点率および 2 点率（B 項目）を指標とした。
統計的検討には、Spearman の順位相関係数を
用いた（有意水準 0.05）。 
 
４．研究成果 
(1) 看護師の労働と健康の実態調査(2013) 
病棟で勤務する看護師（有効回答；女性

1262 人、男性 89 人）の平均年齢は、女性 32.7
歳、男性 29.7 歳。週 40時間以上勤務者（以
下、常勤群）は、女性 67.8%、男性 74.2%で、
女性の 32%は週 40 時間未満勤務者（以下、非
常勤群）であった。 
調査時点の腰痛訴え率は、女性 57.9%、男

性 46.1%、過去 1 か月の腰痛訴え率（いつも
＋時々）は 女性 75.0%、男性 62.9%であった。
調査時点の腰痛が「あり」の回答者のうち、
「時々休憩が必要なほど痛い」は女性 5.9%、
男性 9.8%、「休むほどではないがかなり痛い」
は女性 24.1%、男性 24.4%と、比較的強い腰
痛がある者は男女とも約 3割いた。腰痛での
休業経験者は、女性 8.4%（90 人）、男性 11.5%
（9 人）で、高い腰痛訴え率にも関わらず、
実際に休んでいる人は少ないことが伺われ
た。しかし、休んだ人の平均延べ休業日数・
人日は女性 23.0 日・2070 人日、男性 17.8 日・
160 人日あり、腰痛での休業による経済的損
失は小さくはないと考えられる。 
過去 1 か月の頸肩腕痛訴え率について、頸
部は女性29.2%、男性15.7%、肩部は女性37.3%、
男性 21.3%、腕部は女 10.2%、男性 5.6％、背
部は女性 26.4%、男 19.1%と、女性では男性
の約 1.5～2倍高かった。 

図 1 男女別 腰痛訴え率 

 
図 2 男女別 頸肩腕背部痛訴え率 

 
女性の約半数は薬を毎日もしくは時々服

用しており、その種類は 64％が鎮痛剤だった。
また、腰痛予防のために日ごろ気をつけてい
ることは、男女とも、「ボディメカニクスの
使用」が最も多く、女性 48.1%、男性 39.3%
であった。 
身体的につらい作業を見ると、一般病棟に

勤務する看護師(n=1212)では、移乗介助
72.3%、おむつ交換 66.3%、入浴介助 62.0%、
排泄介助 61.9%、体位変換・ベッド上移動
60.0%の順に高かったが、ICU 勤務の看護師
(n=142)では体位変換・ベッド上移動が 47.9%
と最も高く、次いでおむつ交換 45.8%、移乗
介助 40.1%、排泄介助 30.3%、清拭 27.5%とパ
ターンが異なっていた。ICU では、ベッド上
安静が必要な患者が多いため、体位変換、お
むつ交換、清拭といったベッドサイドにおけ
る作業が多いという業務特性が反映された
ものと考えられた。 
 



(2) 職場巡視 
 看護師の運動器障害発生に関わる作業環
境要因および作業動作・姿勢要因として、以
下が挙げられた。 
＜作業環境要因＞ 
① 空間（病室、トイレ、浴室、洗髪室など）

が狭い 
 ベッドにストレッチャーをつけるとき

にベッドを動かす必要がある。ベッドと
ストレッチャーが離れると抱え上げが
発生する。 

 浴槽やベッドの反対側のスペースが狭
くて人が入りにくいため、前傾の作業姿
勢になる。 

② 動かす物の重量が重い 
 重い椅子を運ぶことがある。 
 シャワーチェア、浴槽用ストレッチャー、

ベッドなど、コロが付いていても重くて
動かし難いものがある。 

③ 浴室内の手すりが不十分、手すりがあっ
ても有効に使える位置に付いていない 

 患者さんがつかまるところがない。 
 足元の不安定な患者さんを人力で支え

ながら浴槽へ誘導する。 
④ 便座の高さが低い 
 患者さんによっては、便座が低すぎて、

介助時の負担が大きい場合がある→補
高便座を活用してはどうか 

⑤ 段差がある 
 古い建物の構造上、浴室や病室の入り口

に段差が残っていることがある。 
⑥ 記録するときの机・台の高さが、立位で

は低すぎ、座位では高すぎる（調整不可） 
⑦ 椅子がない、あっても快適に座れる椅子

ではない 
⑧ 電子カルテ用ノートパソコンを使用する

環境が不良 
 立位で体から離れた位置でのキーボー

ド・マウス操作（写真） 
 
 

⑨ リフトがない 
 
＜作業動作・姿勢要因＞ 
① ベッドの高さ調節はできるだけするよう

にしているが、できていないときもある 
② スライディングシートが有効に使えてい

ない 
 シートが擦れる音が気になる。シートが

大きくて使いにくい。→音が少ないシー
トも市販されている。小さいサイズもあ
る。 

 1 回だけの研修では、正しい使い方を忘
れてしまう→繰り返しての研修が必要 

③ トイレでの排泄介助で不良姿勢 
 全面介助を要する場合、二人介助で、一

人が支えて、一人が下着を下ろすという
方法で行う→人力で支える代わりに補
助具を活用して支える方法、トイレキャ
リー・水回り用車いすを利用する方法が
ある 

④ 人手が少ない二人体制での夜勤における
体位変換の負担が大きい 

 
(3) 病棟別看護必要度と筋骨格系症状訴え
率の関連の検討 
病棟別の筋骨格系症状訴え率と看護必要

度との相関を検討すると、A項目は、「創傷処
置」「血圧測定 5 回以上」「点滴ライン同時 3
本以上あり」「シリンジポンプの使用あり」
「輸血や血液製剤の使用あり」において、い
ずれかの筋骨格系症状訴え率と負の相関を
認めた。B 項目は、全項目において、いずれ
かの筋骨格系症状訴え率と正相関を認め、腰
痛より頸肩腕痛の方が、相関が強い傾向にあ
った。入院患者の医療的な重症度を示す A項
目よりも、患者の状況を示す B 項目の方が、
看護師の筋骨格系の負担を反映している可
能性があり、B 項目は筋骨格系障害予防のリ
スクアセスメントに活用できるものと考え
られた。 
 
 
図 3 病棟別の過去 1 か月腰痛および頸肩腕
部痛訴え率と看護必要度との相関 
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